
株式に関するお問い合わせ

● 住所・氏名等のご変更
● 単元未満株式の買取・買増のご請求
● 配当金の受取方法のご指定
● 相続に関するお手続き

お取引の証券会社等
※特別口座に記録された株式については、

下記の三菱UFJ信託銀行 大阪証券代行部にお問い合わせください。

● 特別口座から一般口座への振替手続き
● 未払配当金に関するご照会
● その他株式事務に関するお問い合わせ

三菱UFJ信託銀行株式会社 大阪証券代行部
〒541-8502 大阪市中央区伏見町3丁目6番3号
TEL：0120-094-777（通話料無料）

事 業 年 度 毎年1月1日から同年12月31日まで

配 当 基 準 日 12月31日（中間配当を行う場合は6月30日）

定 時 株 主 総 会 毎年3月

単 元 株 式 数 100株

株 主 名 簿 管 理 人
特別口座管理機関 三菱UFJ信託銀行株式会社

公 告 方 法 電子公告 【公告掲載URL】http://www.toyo-rubber.co.jp/ir/information/koukoku/
但し、事故その他のやむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載いたします。

株 主 メモ

個人・その他（自己名義株式含む）

10,023千株
7.88%

合計

127,179
千株

100%

株 主 数  

9,789名
発 行 済 株 式 総 数  

127,179,073株

お問い合わせの内容 お問い合わせ先

金融商品取引業者
1,244千株

0.98%

外国法人等
51,112千株

40.19%

金融機関
38,034千株

29.91%

その他の法人
26,766千株

21.05%

株 式 の 状 況 （2017年6月30日現在）

毎年12月末日現在の当社株主名簿に記載または記録されている当社
株式1単元（100株）以上を保有されている株主様。

トーヨータイヤまたはニットータイヤをご購入いただい
た方に、下記条件に応じてクオ・カードを贈呈します。

毎年3月末に発送します。

本　社　〒664-0847  兵庫県伊丹市藤ノ木2丁目2番13号
ホームページアドレス　http://www.toyo-rubber.co.jp/

見やすく読みまちがえにくいユニバーサル
デザインフォントを採用しています。
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環境に配慮したFSC®認証紙と植物油インキを使用しています。

連結財務ハイライト

タイヤ事業

事業別売上高比率

ダイバーテック事業

37,951

19.8%
タイヤ事業売上高（百万円） ダイバーテック事業売上高（百万円）

売上高 （百万円） （百万円）

（百万円）

営業利益

経常利益 （百万円）親会社株主に帰属する当期純利益

154,066

192,041

百万円

百万円

百万円

80.2%

タイヤ事業の売上高は1,540
億66百万円（前年同期比53億
86百万円増、3.6％増）となり、
営業利益は214億61百万円

（前年同期比28億90百万円
減、11.9％減）となりました。

ダイバーテック事業の売上高
は379億51百万円（前年同期
比２億24百万円増、0.6％増）
となり、営業利益は３億25百
万円（前年同期比11億５百万
円減、77.2％減）となりました。
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※売上高の合計には、その他事業の売上高
　及び調整額が含まれています。

※（予想）は2017年8月10日発表値

中間期
連結売上高

合計※

第102期中間期 株主通信

2017年1月1日～2017年6月30日

02　社長メッセージ

03　連結財務ハイライト

04　中期経営計画「中計'17」

05　TOPICS（2017年上半期の主な出来事）

06　株主優待のご案内/株式の状況/株主メモ

Co n t e n t s

東洋ゴム工業株式会社
Toyo Tire & Rubber Co., Ltd.
1945年8月1日
30,484,627,991円
13,093名（連結）

仙台工場/桑名工場/兵庫事業所
〒664-0847  兵庫県伊丹市藤ノ木2丁目2番13号 TEL:（072）789-9100

タイヤ事業
各種タイヤ（乗用車用、トラック・バス用、建設機械用、産業車両用）、その他関連製品

ダイバーテック事業
輸送機器、断熱・防水資材、産業・建築資材、その他資材

 概 要 （2017年6月30日現在）

証券コード 5105

商 号
（英 文 表 示）
設 立
資 本 金
従 業 員 数
本 社
工 場
製品販売品目

応募カード※

投函

専用封筒※

レシートまたは 領収書
トーヨータイヤまたは

ニットータイヤ

ポスト

※毎期末に
　お届け 

サイズに関わらず1本から3本、お買い上げの場合 1,000円
15インチ以下かつ4本以上、お買い上げの場合 2,000円
16インチ以上かつ4本以上、お買い上げの場合 3,000円

対象となる株主様

応募カードおよび専用封筒の発送時期

株主優待の概要

株主優待制度をご活用ください
株 主 優 待 の ご 案 内

商品券として
使えるクオ・カード

をお届け！
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50,000
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中期経営計画「中計’17」

売上高（億円）
営業利益（億円）

 ●持続的成長に向け、事業機能・経営基盤の強化に一層注力する
 ●営業利益率を維持・拡大しつつ、重点ターゲット領域での着実な成長を目指す

2017年度から、4カ年の新たな中期経営計画「中計,17」がスタートしました。
当社グループが2020年以降も持続的な成長を実現するため、
その礎となる中期的なシナリオと位置づけ、目標達成に向けて邁進しています。

「中計’17」（2017～2020年度）2016年度実績

事 業 成 長 戦 略

「 中 計 ’ 1 7 」
事 業 方 針

事 　 業

売 上 高

実 績    目標

営 業 利 益

営 業 利 益 率

利益極大化に向けた事業基盤の強化

・北米市場の商品力強化と増販に向けた体制強化
・市場動向に応じた商品ミックス最適化
・驚きのある商品を提供する開発力・技術力の進化
・ブランド力の向上と効率的な供給体制の構築

タイヤ事業

高機能商品へ注力しつつ、グローバル
サプライヤーとしてのポジションを確立

・自社技術の優位性を活かした高機能商品の進化と
  製造原価低減の両立
・顧客密着戦略によるグローバル供給体制の整備
・新たな組織体制で新規顧客を獲得

ダイバーテック事業

3,039 億円

454 億円

14.9％

4,000 億円

560 億円

14.0 ％

775 億円

38 億円

4.9％

800 億円

40 億円

5.0％

2016年度実績 2020年度目標 2016年度実績 2020年度目標

2016年度実績

営業利益率 12.9%

2017年度予想

営業利益率 11.9%

2020年度目標

営業利益率 12.5%

3,816
3,950

470

4,800

600

470

600

493493
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To p i c s

2 0 1 7 年 上 半 期 の

タイヤ事業 経営 CSR活動

2017.06.25

「TOYO TIRESパートナーデー」を開催

2017.06.01

ブランドコンセプトムービーと
企業TVCFを一新

2017.06.01

マレーシア工場でのタイヤ生産が
累計1,000万本を突破

2017.05.29

新本社（兵庫県伊丹市）で
業務開始

2017.05.02

Jリーグ「ベガルタ仙台」と
CSR活動を展開

2017.06.01

UHPタイヤ
「PROXES」シリーズの
新商品を国内で発売

2017.04.19

仙台空港に「ビッグわっくま」登場
2017.04.12

第47回仙台広告賞（新聞部門）で
大賞を受賞

2017.05.01

国内市販用タイヤ
出荷価格を改定

2017.03.28

ハイブリッドファイナンスによる
資金調達契約を締結

2017.03.10

新中期経営計画「中計’17」を発表

2017.03.14

SUV用タイヤの新商品を国内で発売

2017.02.07

再発防止策の取り組みの中で判明した
コンプライアンス事案を公表

2017.01.01

新たな理念を制定

2017.01.01

組織改正を実施

2017.02.10

NITTO ブランドタイヤの新商品を国内で発売

2017.01.11

北米タイヤ事業における
R&D拠点機能を強化

2017.01.25

東洋ゴムグループ環境保護基金の
2017年度助成先34団体を決定

2017.02.15

2016年度通期決算を発表

2017.05.12

2017年度
第1四半期決算を発表

2017.03.30

第101回定時株主総会を開催

当社がスポンサードしているガンバ大阪のホーム試合を
サポーターの皆様とともに応援する社員参加型イベント
を開催しました。

至近エリアに集結した本社・タイヤ技術・研究開発の
機能が緊密に連携し、さらなる企業価値の向上を
目指します。

当社のゆるキャラ「わっくま」の
大型オブジェを出発ロビーに
設置。当社仙台工場のタイヤ
製造工程を紹介する映像など
を放映しています。

独自の材料設計基盤技術によって
実用化した新配合ゴムを開発に用い、
ウェットグリップ性能の最高グレード

「a」を満たしたUHP※プレミアムスポーツ
タイヤの新商品です。

米国タイヤ製造子会社Toyo Tire North 
America Manufacturing Inc.のR&D
部門を強化し、現地での的確で迅速な
商品開発を推進します。

主な出 来 事
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社長メッセージ

当 期 の 経 営 成 績

代 表 取 締 役 社 長

　株主の皆様には平素より格別のご高配を賜り厚く御礼申し
上げます。ここに第102期中間期（2017年1月1日から2017年6月
30日）の業績の概況等につきまして、ご報告申し上げます。
　当期における経済環境は、米国では個人消費の増加と雇用・
所得の改善などによる景気の拡大基調が継続し、欧州では
輸出の増加などを下支えとして景気は緩やかに回復しました。
国内でも企業収益の改善や個人消費の持ち直しなどにより、
景気の回復基調が続きました。
　このような状況のもと、当社グループは2017年度を起点と
する4ヵ年の中期経営計画「中計’17」の目標達成に向けて、
北米市場の商品力強化と増販に向けた体制強化、商品ミックス
の最適化、開発力・技術力の進化、ブランド力の向上と効率的
な供給体制の構築などに取り組みました。
　その結果、当期の売上高は1,920億41百万円（前年同期比
3.0%増）、営業利益は218億34百万円（同16.7%減）、経常利益
は186億95百万円（同10.7%減）、親会社株主に帰属する四半期
純利益は110億76百万円（同414.7%増）となりました。原材料
価格高騰の影響を大きく受けながら、当社グループの主軸で
ある北米タイヤ事業が好調に推移したことにより、いずれも期初
予想を上回ることができました。

通 期 の 見 通 し
　2017年度通期の業績見通しにつきましては、引き続き北米
市場を中心に販売数量の拡大や生産品種の最適化、工場稼働
率の向上等が堅調であること、また原材料価格や為替等の外部
環境変化を鑑み、前回発表時（2017年5月12日）の予想を上方
修正いたしました。売上高は4,000億円（前年同期比4.8%増）、
営業利益は500億円（同1.4%増）、経常利益は427億円（同
3.2%減）、親会社株主に帰属する当期純利益は269億円（同
391億60百万円増）を見込んでいます。
　なお、当期における中間配当は1株当たり20円とします。期末
配当は1株あたり25円とさせていただく予定です。
　　
　2017年度は、新たな理念の制定と抜本的な組織改正から
始まり、「中計’17」の策定、兵庫県伊丹市への本社移転と、意識
としくみの両面から着実に変革の取り組みを積み重ねてきま
した。今後とも全社がワンチームとなって企業価値の向上に
努めてまいりますので、株主の皆様にはより一層のご支援と
ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。

社是
昨日より今日はより良くより安く、
需要者の為に各自の職場で最善を

私たちの使命（ミッション）
お客さまの期待や満足を超える感動や驚きを
生み出し、豊かな社会づくりに貢献します。

通期業績予想の修正

1株当たり配当金

2016年度実績

2016年度 2017年度

売 上 高 3,816億円

493億円

12.9％

20円 25円 20円 25円

4,000億円

500億円

12.5％

3,950億円

470億円

11.9％

営 業 利 益

営業利益率

（8月10日発表）（5月12日発表）
2017年度予想

02

中間期 期末 中間期 期末（予想）

※UHP：Ultra High Performance
   （ウルトラ・ハイパフォーマンス）の略

（2017年3月10日発表）
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仙台工場/桑名工場/兵庫事業所
〒664-0847  兵庫県伊丹市藤ノ木2丁目2番13号 TEL:（072）789-9100

タイヤ事業
各種タイヤ（乗用車用、トラック・バス用、建設機械用、産業車両用）、その他関連製品

ダイバーテック事業
輸送機器、断熱・防水資材、産業・建築資材、その他資材

 概 要 （2017年6月30日現在）

証券コード 5105

商 号
（英 文 表 示）
設 立
資 本 金
従 業 員 数
本 社
工 場
製品販売品目

応募カード※

投函

専用封筒※

レシートまたは 領収書
トーヨータイヤまたは

ニットータイヤ

ポスト

※毎期末に
　お届け 

サイズに関わらず1本から3本、お買い上げの場合 1,000円
15インチ以下かつ4本以上、お買い上げの場合 2,000円
16インチ以上かつ4本以上、お買い上げの場合 3,000円

対象となる株主様

応募カードおよび専用封筒の発送時期

株主優待の概要

株主優待制度をご活用ください
株 主 優 待 の ご 案 内

商品券として
使えるクオ・カード

をお届け！

2013 2014 2015

370,218

2016

407,789
400,000
（予想）

42,700
（予想）

26,900
（予想）

50,000
（予想）

381,635393,782

（年度）2017 2013 2014 2015 2016

37,240

13,801

21,502

29,126

47,510

63,381

49,315

通期中間期 通期中間期

通期中間期 通期中間期

（年度）2017

21,834

2013 2014 2015 2016 2017 （年度） 2013 2014

11,596

2015

31,240

2016 2017

1,674

11,076
15,269

9,034

2,151

△12,260

△4,156

（年度）

134,263
154,223 148,679147,245

2013 2014 2015 2016 （年度）

38,792 40,000 37,727
40,046

2013 2014 2015 2016 （年度）

154,066

2017

37,951

2017

173,079
194,402 186,439187,322 26,218

38,293

13,718

19,518

26,670

46,543

56,814

44,102

18,69520,925

192,041



中期経営計画「中計’17」

売上高（億円）
営業利益（億円）

 ●持続的成長に向け、事業機能・経営基盤の強化に一層注力する
 ●営業利益率を維持・拡大しつつ、重点ターゲット領域での着実な成長を目指す

2017年度から、4カ年の新たな中期経営計画「中計,17」がスタートしました。
当社グループが2020年以降も持続的な成長を実現するため、
その礎となる中期的なシナリオと位置づけ、目標達成に向けて邁進しています。

「中計’17」（2017～2020年度）2016年度実績

事 業 成 長 戦 略

「 中 計 ’ 1 7 」
事 業 方 針

事 　 業

売 上 高

実 績    目標

営 業 利 益

営 業 利 益 率

利益極大化に向けた事業基盤の強化

・北米市場の商品力強化と増販に向けた体制強化
・市場動向に応じた商品ミックス最適化
・驚きのある商品を提供する開発力・技術力の進化
・ブランド力の向上と効率的な供給体制の構築

タイヤ事業

高機能商品へ注力しつつ、グローバル
サプライヤーとしてのポジションを確立

・自社技術の優位性を活かした高機能商品の進化と
  製造原価低減の両立
・顧客密着戦略によるグローバル供給体制の整備
・新たな組織体制で新規顧客を獲得

ダイバーテック事業

3,039 億円

454 億円

14.9％

4,000 億円

560 億円

14.0 ％

775 億円

38 億円

4.9％

800 億円

40 億円

5.0％

2016年度実績 2020年度目標 2016年度実績 2020年度目標

2016年度実績

営業利益率 12.9%

2017年度予想

営業利益率 11.9%

2020年度目標

営業利益率 12.5%

3,816
3,950

470

4,800

600

470

600

493493
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To p i c s

2 0 1 7 年 上 半 期 の

タイヤ事業 経営 CSR活動

2017.06.25

「TOYO TIRESパートナーデー」を開催

2017.06.01

ブランドコンセプトムービーと
企業TVCFを一新

2017.06.01

マレーシア工場でのタイヤ生産が
累計1,000万本を突破

2017.05.29

新本社（兵庫県伊丹市）で
業務開始

2017.05.02

Jリーグ「ベガルタ仙台」と
CSR活動を展開

2017.06.01

UHPタイヤ
「PROXES」シリーズの
新商品を国内で発売

2017.04.19

仙台空港に「ビッグわっくま」登場
2017.04.12

第47回仙台広告賞（新聞部門）で
大賞を受賞

2017.05.01

国内市販用タイヤ
出荷価格を改定

2017.03.28

ハイブリッドファイナンスによる
資金調達契約を締結

2017.03.10

新中期経営計画「中計’17」を発表

2017.03.14

SUV用タイヤの新商品を国内で発売

2017.02.07

再発防止策の取り組みの中で判明した
コンプライアンス事案を公表

2017.01.01

新たな理念を制定

2017.01.01

組織改正を実施

2017.02.10

NITTO ブランドタイヤの新商品を国内で発売

2017.01.11

北米タイヤ事業における
R&D拠点機能を強化

2017.01.25

東洋ゴムグループ環境保護基金の
2017年度助成先34団体を決定

2017.02.15

2016年度通期決算を発表

2017.05.12

2017年度
第1四半期決算を発表

2017.03.30

第101回定時株主総会を開催

当社がスポンサードしているガンバ大阪のホーム試合を
サポーターの皆様とともに応援する社員参加型イベント
を開催しました。

至近エリアに集結した本社・タイヤ技術・研究開発の
機能が緊密に連携し、さらなる企業価値の向上を
目指します。

当社のゆるキャラ「わっくま」の
大型オブジェを出発ロビーに
設置。当社仙台工場のタイヤ
製造工程を紹介する映像など
を放映しています。

独自の材料設計基盤技術によって
実用化した新配合ゴムを開発に用い、
ウェットグリップ性能の最高グレード

「a」を満たしたUHP※プレミアムスポーツ
タイヤの新商品です。

米国タイヤ製造子会社Toyo Tire North 
America Manufacturing Inc.のR&D
部門を強化し、現地での的確で迅速な
商品開発を推進します。

主な出 来 事
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社長メッセージ

当 期 の 経 営 成 績

代 表 取 締 役 社 長

　株主の皆様には平素より格別のご高配を賜り厚く御礼申し
上げます。ここに第102期中間期（2017年1月1日から2017年6月
30日）の業績の概況等につきまして、ご報告申し上げます。
　当期における経済環境は、米国では個人消費の増加と雇用・
所得の改善などによる景気の拡大基調が継続し、欧州では
輸出の増加などを下支えとして景気は緩やかに回復しました。
国内でも企業収益の改善や個人消費の持ち直しなどにより、
景気の回復基調が続きました。
　このような状況のもと、当社グループは2017年度を起点と
する4ヵ年の中期経営計画「中計’17」の目標達成に向けて、
北米市場の商品力強化と増販に向けた体制強化、商品ミックス
の最適化、開発力・技術力の進化、ブランド力の向上と効率的
な供給体制の構築などに取り組みました。
　その結果、当期の売上高は1,920億41百万円（前年同期比
3.0%増）、営業利益は218億34百万円（同16.7%減）、経常利益
は186億95百万円（同10.7%減）、親会社株主に帰属する四半期
純利益は110億76百万円（同414.7%増）となりました。原材料
価格高騰の影響を大きく受けながら、当社グループの主軸で
ある北米タイヤ事業が好調に推移したことにより、いずれも期初
予想を上回ることができました。

通 期 の 見 通 し
　2017年度通期の業績見通しにつきましては、引き続き北米
市場を中心に販売数量の拡大や生産品種の最適化、工場稼働
率の向上等が堅調であること、また原材料価格や為替等の外部
環境変化を鑑み、前回発表時（2017年5月12日）の予想を上方
修正いたしました。売上高は4,000億円（前年同期比4.8%増）、
営業利益は500億円（同1.4%増）、経常利益は427億円（同
3.2%減）、親会社株主に帰属する当期純利益は269億円（同
391億60百万円増）を見込んでいます。
　なお、当期における中間配当は1株当たり20円とします。期末
配当は1株あたり25円とさせていただく予定です。
　　
　2017年度は、新たな理念の制定と抜本的な組織改正から
始まり、「中計’17」の策定、兵庫県伊丹市への本社移転と、意識
としくみの両面から着実に変革の取り組みを積み重ねてきま
した。今後とも全社がワンチームとなって企業価値の向上に
努めてまいりますので、株主の皆様にはより一層のご支援と
ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。

社是
昨日より今日はより良くより安く、
需要者の為に各自の職場で最善を

私たちの使命（ミッション）
お客さまの期待や満足を超える感動や驚きを
生み出し、豊かな社会づくりに貢献します。

通期業績予想の修正

1株当たり配当金

2016年度実績

2016年度 2017年度

売 上 高 3,816億円

493億円

12.9％

20円 25円 20円 25円

4,000億円

500億円

12.5％

3,950億円

470億円

11.9％

営 業 利 益

営業利益率

（8月10日発表）（5月12日発表）
2017年度予想

02

中間期 期末 中間期 期末（予想）

※UHP：Ultra High Performance
   （ウルトラ・ハイパフォーマンス）の略

（2017年3月10日発表）



中期経営計画「中計’17」

売上高（億円）
営業利益（億円）

 ●持続的成長に向け、事業機能・経営基盤の強化に一層注力する
 ●営業利益率を維持・拡大しつつ、重点ターゲット領域での着実な成長を目指す

2017年度から、4カ年の新たな中期経営計画「中計,17」がスタートしました。
当社グループが2020年以降も持続的な成長を実現するため、
その礎となる中期的なシナリオと位置づけ、目標達成に向けて邁進しています。

「中計’17」（2017～2020年度）2016年度実績

事 業 成 長 戦 略

「 中 計 ’ 1 7 」
事 業 方 針

事 　 業

売 上 高

実 績    目標

営 業 利 益

営 業 利 益 率

利益極大化に向けた事業基盤の強化

・北米市場の商品力強化と増販に向けた体制強化
・市場動向に応じた商品ミックス最適化
・驚きのある商品を提供する開発力・技術力の進化
・ブランド力の向上と効率的な供給体制の構築

タイヤ事業

高機能商品へ注力しつつ、グローバル
サプライヤーとしてのポジションを確立

・自社技術の優位性を活かした高機能商品の進化と
  製造原価低減の両立
・顧客密着戦略によるグローバル供給体制の整備
・新たな組織体制で新規顧客を獲得

ダイバーテック事業

3,039 億円

454 億円

14.9％

4,000 億円

560 億円

14.0 ％

775 億円

38 億円

4.9％

800 億円

40 億円

5.0％

2016年度実績 2020年度目標 2016年度実績 2020年度目標

2016年度実績

営業利益率 12.9%

2017年度予想

営業利益率 11.9%

2020年度目標

営業利益率 12.5%

3,816
3,950

470

4,800

600

470

600

493493
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To p i c s

2 0 1 7 年 上 半 期 の

タイヤ事業 経営 CSR活動

2017.06.25

「TOYO TIRESパートナーデー」を開催

2017.06.01

ブランドコンセプトムービーと
企業TVCFを一新

2017.06.01

マレーシア工場でのタイヤ生産が
累計1,000万本を突破

2017.05.29

新本社（兵庫県伊丹市）で
業務開始

2017.05.02

Jリーグ「ベガルタ仙台」と
CSR活動を展開

2017.06.01

UHPタイヤ
「PROXES」シリーズの
新商品を国内で発売

2017.04.19

仙台空港に「ビッグわっくま」登場
2017.04.12

第47回仙台広告賞（新聞部門）で
大賞を受賞

2017.05.01

国内市販用タイヤ
出荷価格を改定

2017.03.28

ハイブリッドファイナンスによる
資金調達契約を締結

2017.03.10

新中期経営計画「中計’17」を発表

2017.03.14

SUV用タイヤの新商品を国内で発売

2017.02.07

再発防止策の取り組みの中で判明した
コンプライアンス事案を公表

2017.01.01

新たな理念を制定

2017.01.01

組織改正を実施

2017.02.10

NITTO ブランドタイヤの新商品を国内で発売

2017.01.11

北米タイヤ事業における
R&D拠点機能を強化

2017.01.25

東洋ゴムグループ環境保護基金の
2017年度助成先34団体を決定

2017.02.15

2016年度通期決算を発表

2017.05.12

2017年度
第1四半期決算を発表

2017.03.30

第101回定時株主総会を開催

当社がスポンサードしているガンバ大阪のホーム試合を
サポーターの皆様とともに応援する社員参加型イベント
を開催しました。

至近エリアに集結した本社・タイヤ技術・研究開発の
機能が緊密に連携し、さらなる企業価値の向上を
目指します。

当社のゆるキャラ「わっくま」の
大型オブジェを出発ロビーに
設置。当社仙台工場のタイヤ
製造工程を紹介する映像など
を放映しています。

独自の材料設計基盤技術によって
実用化した新配合ゴムを開発に用い、
ウェットグリップ性能の最高グレード

「a」を満たしたUHP※プレミアムスポーツ
タイヤの新商品です。

米国タイヤ製造子会社Toyo Tire North 
America Manufacturing Inc.のR&D
部門を強化し、現地での的確で迅速な
商品開発を推進します。

主な出 来 事
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社長メッセージ

当 期 の 経 営 成 績

代 表 取 締 役 社 長

　株主の皆様には平素より格別のご高配を賜り厚く御礼申し
上げます。ここに第102期中間期（2017年1月1日から2017年6月
30日）の業績の概況等につきまして、ご報告申し上げます。
　当期における経済環境は、米国では個人消費の増加と雇用・
所得の改善などによる景気の拡大基調が継続し、欧州では
輸出の増加などを下支えとして景気は緩やかに回復しました。
国内でも企業収益の改善や個人消費の持ち直しなどにより、
景気の回復基調が続きました。
　このような状況のもと、当社グループは2017年度を起点と
する4ヵ年の中期経営計画「中計’17」の目標達成に向けて、
北米市場の商品力強化と増販に向けた体制強化、商品ミックス
の最適化、開発力・技術力の進化、ブランド力の向上と効率的
な供給体制の構築などに取り組みました。
　その結果、当期の売上高は1,920億41百万円（前年同期比
3.0%増）、営業利益は218億34百万円（同16.7%減）、経常利益
は186億95百万円（同10.7%減）、親会社株主に帰属する四半期
純利益は110億76百万円（同414.7%増）となりました。原材料
価格高騰の影響を大きく受けながら、当社グループの主軸で
ある北米タイヤ事業が好調に推移したことにより、いずれも期初
予想を上回ることができました。

通 期 の 見 通 し
　2017年度通期の業績見通しにつきましては、引き続き北米
市場を中心に販売数量の拡大や生産品種の最適化、工場稼働
率の向上等が堅調であること、また原材料価格や為替等の外部
環境変化を鑑み、前回発表時（2017年5月12日）の予想を上方
修正いたしました。売上高は4,000億円（前年同期比4.8%増）、
営業利益は500億円（同1.4%増）、経常利益は427億円（同
3.2%減）、親会社株主に帰属する当期純利益は269億円（同
391億60百万円増）を見込んでいます。
　なお、当期における中間配当は1株当たり20円とします。期末
配当は1株あたり25円とさせていただく予定です。
　　
　2017年度は、新たな理念の制定と抜本的な組織改正から
始まり、「中計’17」の策定、兵庫県伊丹市への本社移転と、意識
としくみの両面から着実に変革の取り組みを積み重ねてきま
した。今後とも全社がワンチームとなって企業価値の向上に
努めてまいりますので、株主の皆様にはより一層のご支援と
ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。

社是
昨日より今日はより良くより安く、
需要者の為に各自の職場で最善を

私たちの使命（ミッション）
お客さまの期待や満足を超える感動や驚きを
生み出し、豊かな社会づくりに貢献します。

通期業績予想の修正

1株当たり配当金

2016年度実績

2016年度 2017年度

売 上 高 3,816億円

493億円

12.9％

20円 25円 20円 25円

4,000億円

500億円

12.5％

3,950億円

470億円

11.9％

営 業 利 益

営業利益率

（8月10日発表）（5月12日発表）
2017年度予想
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中間期 期末 中間期 期末（予想）

※UHP：Ultra High Performance
   （ウルトラ・ハイパフォーマンス）の略

（2017年3月10日発表）



株式に関するお問い合わせ

● 住所・氏名等のご変更
● 単元未満株式の買取・買増のご請求
● 配当金の受取方法のご指定
● 相続に関するお手続き

お取引の証券会社等
※特別口座に記録された株式については、

下記の三菱UFJ信託銀行 大阪証券代行部にお問い合わせください。

● 特別口座から一般口座への振替手続き
● 未払配当金に関するご照会
● その他株式事務に関するお問い合わせ

三菱UFJ信託銀行株式会社 大阪証券代行部
〒541-8502 大阪市中央区伏見町3丁目6番3号
TEL：0120-094-777（通話料無料）

事 業 年 度 毎年1月1日から同年12月31日まで

配 当 基 準 日 12月31日（中間配当を行う場合は6月30日）

定 時 株 主 総 会 毎年3月

単 元 株 式 数 100株

株 主 名 簿 管 理 人
特別口座管理機関 三菱UFJ信託銀行株式会社

公 告 方 法 電子公告 【公告掲載URL】http://www.toyo-rubber.co.jp/ir/information/koukoku/
但し、事故その他のやむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載いたします。

株 主 メモ

個人・その他（自己名義株式含む）

10,023千株
7.88%

合計

127,179
千株

100%

株 主 数  

9,789名
発 行 済 株 式 総 数  

127,179,073株

お問い合わせの内容 お問い合わせ先

金融商品取引業者
1,244千株

0.98%

外国法人等
51,112千株

40.19%

金融機関
38,034千株

29.91%

その他の法人
26,766千株

21.05%

株 式 の 状 況 （2017年6月30日現在）

毎年12月末日現在の当社株主名簿に記載または記録されている当社
株式1単元（100株）以上を保有されている株主様。

トーヨータイヤまたはニットータイヤをご購入いただい
た方に、下記条件に応じてクオ・カードを贈呈します。

毎年3月末に発送します。

本　社　〒664-0847  兵庫県伊丹市藤ノ木2丁目2番13号
ホームページアドレス　http://www.toyo-rubber.co.jp/

見やすく読みまちがえにくいユニバーサル
デザインフォントを採用しています。
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環境に配慮したFSC®認証紙と植物油インキを使用しています。

連結財務ハイライト

タイヤ事業

事業別売上高比率

ダイバーテック事業

37,951

19.8%
タイヤ事業売上高（百万円） ダイバーテック事業売上高（百万円）

売上高 （百万円） （百万円）

（百万円）

営業利益

経常利益 （百万円）親会社株主に帰属する当期純利益

154,066

192,041

百万円

百万円

百万円

80.2%

タイヤ事業の売上高は1,540
億66百万円（前年同期比53億
86百万円増、3.6％増）となり、
営業利益は214億61百万円

（前年同期比28億90百万円
減、11.9％減）となりました。

ダイバーテック事業の売上高
は379億51百万円（前年同期
比２億24百万円増、0.6％増）
となり、営業利益は３億25百
万円（前年同期比11億５百万
円減、77.2％減）となりました。
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※売上高の合計には、その他事業の売上高
　及び調整額が含まれています。

※（予想）は2017年8月10日発表値

中間期
連結売上高

合計※

第102期中間期 株主通信

2017年1月1日～2017年6月30日

02　社長メッセージ

03　連結財務ハイライト

04　中期経営計画「中計'17」

05　TOPICS（2017年上半期の主な出来事）

06　株主優待のご案内/株式の状況/株主メモ

Co n t e n t s

東洋ゴム工業株式会社
Toyo Tire & Rubber Co., Ltd.
1945年8月1日
30,484,627,991円
13,093名（連結）

仙台工場/桑名工場/兵庫事業所
〒664-0847  兵庫県伊丹市藤ノ木2丁目2番13号 TEL:（072）789-9100

タイヤ事業
各種タイヤ（乗用車用、トラック・バス用、建設機械用、産業車両用）、その他関連製品

ダイバーテック事業
輸送機器、断熱・防水資材、産業・建築資材、その他資材

 概 要 （2017年6月30日現在）

証券コード 5105

商 号
（英 文 表 示）
設 立
資 本 金
従 業 員 数
本 社
工 場
製品販売品目

応募カード※

投函

専用封筒※

レシートまたは 領収書
トーヨータイヤまたは

ニットータイヤ

ポスト

※毎期末に
　お届け 

サイズに関わらず1本から3本、お買い上げの場合 1,000円
15インチ以下かつ4本以上、お買い上げの場合 2,000円
16インチ以上かつ4本以上、お買い上げの場合 3,000円

対象となる株主様

応募カードおよび専用封筒の発送時期

株主優待の概要

株主優待制度をご活用ください
株 主 優 待 の ご 案 内

商品券として
使えるクオ・カード

をお届け！

2013 2014 2015

370,218

2016

407,789
400,000
（予想）

42,700
（予想）

26,900
（予想）

50,000
（予想）

381,635393,782

（年度）2017 2013 2014 2015 2016

37,240

13,801

21,502

29,126

47,510

63,381

49,315

通期中間期 通期中間期

通期中間期 通期中間期

（年度）2017

21,834

2013 2014 2015 2016 2017 （年度） 2013 2014

11,596

2015

31,240

2016 2017

1,674

11,076
15,269

9,034

2,151

△12,260

△4,156

（年度）

134,263
154,223 148,679147,245

2013 2014 2015 2016 （年度）

38,792 40,000 37,727
40,046

2013 2014 2015 2016 （年度）

154,066

2017

37,951

2017

173,079
194,402 186,439187,322 26,218

38,293

13,718

19,518

26,670

46,543

56,814

44,102

18,69520,925

192,041
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